西宮市デジタル人材育成研修業務に係る公募型プロポーザル実施要綱
様式第1号
令和８年　　月　　日

西宮市デジタル人材育成研修業務
公募型プロポーザル審査委員会
委員長　様

参　加　申　込　書


所在地　
会社名　
代表者　　　　　　　　　　

以下の業務について、必要書類を添えてプロポーザルへの参加を申し込みます。なお、本書及び提出書類の記載事項は事実と相違ありません。


記

１　業務名
　　西宮市デジタル人材育成研修業務

２　担当者
	所　属
	
	電　話
	

	役　職
	
	F A X
	

	氏　名
	
	E－mail
	





３　参加資格要件（はい・いいえのどちらかに☑をしてください）
	1
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。
	· はい
	· いいえ

	2
	西宮市指名停止基準による指名停止措置を現に受けている者でないこと。
	· はい
	· いいえ

	3
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立てをしている者でないこと。
	· はい
	· いいえ

	4
	民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。
	· はい
	· いいえ

	5

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動をおこなう者でないこと。
	· はい
	· いいえ

	6
	法人税（個人企業にあっては所得税）、消費税、地方消費税及び本市の市税（西宮市内に本店（本社）がある場合に限る。）に未納がある者（地方税法第15条に基づき徴収の猶予を受けている者又は国税通則法第46条に基づき納税の猶予を受けている者を除く。）でないこと。
	· はい
	· いいえ

	7
	過去3年間に、自治体または公共団体向けにデジタル人材研修を元請けとして受託し、完了した実績があること（契約書、業務完了報告書、納品書等、実績を客観的に確認できる書類の写しを提出すること。ただし、守秘義務等により提出できない事項については、当該部分を黒塗りした写しの提出を可とする。）
	· はい
	· いいえ

	8
	本市からの業務指示・調整依頼に対し、迅速かつ柔軟に対応できる体制を有していること。

	· はい
	· いいえ
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４　その他（参加にあたり特筆すべきことがあれば簡潔に記入してください）
　　
　　
　　
　　
